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ｅラーニングの「ｅ」はｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃの略で、

ＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃＬｅａｒｎｉｎｇが正式な名称です。ｅラーニン

グの定義は一様ではありませんが、一般的には「Ｐ

Ｃとインターネットを中心とするＩＴ技術を活用し

た教育システム」とされているようです。

皆さま方の職場でも、職務の情報を１台のパソコ

ンに入力して共有したり、イントラネットの電子会

議室や電子掲示板などを利用してコミュニケーショ

ンを取ることが当たり前になってきていると思いま

す。そういった仕組みをｅラーニングとは呼んでは

いませんが、どちらもＩＴツールを活用した学びで

あるという面では同じです。また、人材育成の面か

ら見れば、学びの場が広がることは喜ばしい状況だ

といえます。ＩＴ担当者だけでなく、職員一人ひと

りが、お金をかけなくても活用できるＩＴツールが

あれば試したり、提案して、いろいろな形のｅラー

ニングを進めていくことが、職場の学習風土をつく

る上で大切ではないかと感じます。

当県でｅラーニングを導入した経緯を説明します。

平成１２年に、パソコンが職員一人に１台配備され、

三重県行政ＷＡＮというネットワークを通じて電子

県庁の体制が整備されました。ポイントとしては、

ｅラーニング導入以前にハード面の学習環境は整っ

ていたということです。

そして、平成１３年に、岐阜県と協働して「テラビ

ットネットワーク活用推進協議会」を発足させまし

た。当協議会では、今後ますますブロードバンドが

発達を遂げ、テラビット、さらにはペタビットとい

った非常に高度な情報通信が可能な時代になったあ

かつきには、両県で協働して有効なＩＴ政策を提案

していくといった目的を共有しました。そして、ネ

ットワーク協議会の研究機関として「テラビット研

究会」を設置し、ｅラーニングの実証実験を行うこ

ととしました。

平成１４年にはイントラネット／インターネットに

よる実証実験を行い、両県で問題点や課題を抽出し、

協議会で対策を検討しました。その結果、最終的に

は、各県で単独のｅラーニングを導入するという結

論になりました。また、当県では当初、インターネ

ットを通して職員へｅラーニングを提供する予定で

したが、非常にコストがかかるため、当面はイント

ラネットに限定したｅラーニングへと方向転換しま

した。

平成１５年からは県の既存サーバーを利用した試行

運転を実施し、そこで得られた結果を基にｅラ－ニ

ングシステム構築のための仕様書を定め、企画提案

コンペを実施しました。企画提案コンペでは、富士

通のＩｎｔｅｒｎｅｔＮａｖｉｇｗａｒｅというｅラーニングシス

テムが選定されました。そして、平成１６年５月に本

格的な運用を開始し、現在に至っています。受講実

績は、８月２７日現在、１０コース、１０８講座を運用し、

延べ受講者数は１万５０３人となっています。

職員研修におけるｅラーニングの位置づけを説明

します。平成１８年３月に、当県は新しい人材育成ビ
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ジョンを策定しました。人材育成ビジョンは当県の

人材育成の方針を謳ったもので、職員がめざすべき

人材、職員に求められる基本的な能力を明らかにし

ています。そして、人材育成に向けての第三次職員

研修推進計画（「人材育成を支える職員研修の推進に

向けて」）を策定し、新たな研修体系に基づき職員研

修を実施することとしました。その新たな研修体系

のひとつにｅラーニングが位置づけられることにな

りました。

ｅラーニングを導入した目的はいくつかあります。

なかでも自己能力開発意欲の支援、研修機会の確保、

研修効率の向上といった目的はおおむね達成しつつ

あると思いますが、業務遂行能力の向上については、

これからの取組課題であると考えます。

ｅラーニングは職員研修ですから、業務として扱

われます。受講の際は、所属長の承認を得て実施す

る、イヤホンを着用する、電話や来客があった場合

は視聴を中止してすぐに対応する、また、学習コー

ナーで受講するときは行き先と帰席時間を伝えるな

どを最低限のル－ルとして各所属で運用しています。

ｅラーニングの運用形態ですが、職員研修センタ

ー内にサーバーを設置し、庁内のイントラネットを

通じて職員に提供しています。職員はイントラネッ

トを通じて職員研修センターのサーバーにログイン

して学習することになります。

つづいて、ｅラーニングシステムの導入費用です

が、初期導入費用は４００万円程度でした。毎年の維

持経費としては、バックアップテープ代、サーバー

の保守管理委託料等で７０万円程度必要になります。

講師はほとんど内部講師を起用しており、教材作成

は職員研修センタ－の職員が行っていますので教材

に係る費用は発生していません。

当県では富士通のＩｎｔｅｒｎｅｔＮａｖｉｇｗａｒｅというｅ

ラ－ニングシステムを利用していますが、ｅラーニン

グシステムのことをＬＭＳ（ＬｅａｒｎｉｎｇＭａｎａｇｅｍｅｎｔ

Ｓｙｓｔｅｍ）といいます。その機能をご紹介します。登

録ユーザー数は全職員約７,０００名ですが、同時にサー

バーにアクセスできる数は１０５名に制限しています。

システムでは、所属データと職員番号、名前を管理

しています。受講機能としては、学習させることは

もちろん、テストの実施、レポートの提出も可能で

す。教材は、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔの「Ｐｒｏｄｕｃｅｒ」という無料

ソフトを使って作成し、コンテンツ登録機能を使用

してｅラーニングシステムへアップロ－ドしていま

す。

次に、ｅラーニングの特徴についてお話します。

夏に東京国際展示場で「ｅ-Ｌｅａｒｎｉｎｇ Ｗｏｒｌｄ２００７」

というイベントが開催されました。そこで、株式会

社ネットラーニングの岸田社長がｅラ－ニングの特

徴についてプレゼンテ－ションをされていました。

ｅラーニングの特徴を上手に表現されていると感じ

ましたので、ここでご紹介します。特徴は２つあり

ます。１つ目が、大規模教育と個別教育の両立とい

うことです。従来、一度に多数へ教育する集合研修

では、個人に合わせた教育はできないというのが研

修の常識でした。しかし、ｅラーニングを用いれば、

一度に多数の職員に教育できますし、自学自習のツ

ールですから、個人の理解レベル、進捗にあわせて

学習することが可能になります。ｅラ－ニングは大

規模教育と個別教育を両立させる全く新しい研修手

法だということでした。２つ目です。学習という言

葉は、「知識を学ぶこと」と「スキルを習うこと」に

分解できます。しかし、学校や集合研修では、「学」

の部分は教えられるものの、「習」の部分について

は、個人で習得するものなので、自習、宿題とし、

個人に任せてきたわけです。しかし、ｅラーニング

は自学自習のツ－ルですから、スキル習得にも効果

があります。従来、個人の自習にまかせるほかなか

った「習」の部分についても、ｅラ－ニングによっ

て研修が可能になるということでした。

ｅラ－ニングのメリットについて説明します。受

講者にとっては、自分の空いた時間に学習できる、

自分のペースで進められる、教室に行かなくてもい

いから時間の節約にもなるし、旅費も節約できると

いったことが挙げられます。管理者、研修実施者に

とってもメリットがあります。所属長は、ｅラーニ

ングの受講履歴を見れば、誰がどういう研修を受け

ているのかが簡単に分かりますから、それを人材育

成に役立てることができます。研修実施者にとって

は、同時に多数へ研修できるといったコスト面での
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削減効果が期待できます。また、県政運営に必須の

知識をすばやく職員に周知できるといった迅速性の

メリットもあります。では、デメリットや使いづら

さについてはどうでしょう。職場で学習していると

来客が来たときに遊んでいるように見られてしまう、

自席で学習したいのだが、ほかの人が忙しそうにし

ていると気兼ねしてしまう、職場でｅラーニングに

取り組めるような雰囲気がないといったことが挙げ

られます。こうしたメリットやデメリットをあわせ

て考えますと、ｅラーニングは効率化に大きな効果

が期待できますが、インフラの整備とともに、職場

の学習環境も同時に整備しておく必要があるといえ

ます。また、組織の成熟度や受講生の自己啓発意欲

が低ければ、導入しても活発に利用してもらうこと

は期待できないでしょう。

最後に、ｅラーニングの今後はどうあるべきかと

いうことについて考えてみたいと思います。ｅラー

ニングとはこういうものだ、こういうことに役に立

つということが、職員間で認知されることが必要だ

と考えます。そのためには職務にすぐ役に立つｅラ

ーニングを実施していく必要があります。職務にす

ぐ役に立つコンテンツにはいろいろな構成要素があ

ると思われますが、ここでは三つの要素を取り上げ

てみました。一つ目が、組織や職場のニ－ズに合致

していること、具体的には、業務に必要な知識をす

ぐに提供するといったことです。二つ目がｅラーニ

ングに適したテーマかどうかです。集合研修やほか

の研修形態のほうが目的達成にふさわしいならそち

らを選択する必要があります。三つ目が学習設計で

す。学習者が飽きないように継続して続けていける

ようなコンテンツになっているか、教材の中に学習

者が学習しやすい環境がつくられているかどうかで

す。自学自習のツ－ルですから、継続して学習して

いくにはモチベーションやいろいろな動機付けが必

要になります。コンテンツの中に教え方も含めて考

えないと、継続して根気よく使ってもらうことはで

きないと思います。学習者を中心にコンテンツを考

えて作ることが大切だと考えます。

では、良いコンテンツを制作すれば、それで万事

うまくいくのかというと、そうではないと思います。

組織の支援が必要です。人材育成は投資だと思いま

す。コストと捉えてしまうと、削減する対象にしか

なりません。人材育成の目的は、職員能力の向上に

あると思います。人材育成は、職員能力を向上させ

るために必要な投資です。職員一人ひとりが強くな

らなければ組織は強くなりません。そこに組織が人

材育成を支援する理由があります。また、組織とし

てパックアップしなければｅラ－ニングの効果を十

分発揮することはできないでしょう。組織の支援と

同時に、学習環境の整備も必要です。所属長が人材

育成、ｅラーニングについて理解があるかないかで

かなり学習環境が変わってきます。理想的な形を述

べますと、良いコンテンツを作る、そして、組織全

体でｅラ－ニングを支援する。所属は学習環境を整

備する。学習環境が整備されれば、学習風土が高ま

り、組織が成熟する。組織が成熟すれば、ｅラーニ

ングの質も自ずと磨かれる。これらが相乗効果とな

って、さらなる職員の成長につながっていくという

形です。

ｅラ－ニングは現在の組織において必要とされる

ツ－ルでもあります。今、研修のあり方に変化が必

要とされています。社会環境の変化が激しく、住民

のニーズや主体の多様化など、行政を取り巻く環境

にもさまざまな変化があります。変化に対応するた

めには、求められる情報や知識をすばやく組織全体

で共有する必要があります。ｅラーニングは伝達研

修ツ－ルとして優れています。また、過去は年功序

列や相対評価が重視されました。そうした時代には、

組織から研修部門に対して、集合研修において個人

の能力を相対的に測ることが要請されました。しか

し、評価基準が年功序列から成果主義へと変化する

中では、個人が目標を定めて、その目標を達成した

かどうかを絶対評価する必要が生じます。研修部門

には、職員一人ひとりの能力の弱みを補強する研修

が求められるでしょう。そのような研修ニ－ズに従

来型の研修で対応できるでしょうか。ｅラーニング

は、スキルを習得する個別教育ツールとしても優れ

ｅラーニングの今後について
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ています。また、仕事の増加に関わらず、人員は削

減されるという状況の中で、職場には人材育成に時

間を割く余裕がなくなってきました。しかし、人材

育成をしなければ組織は良くて現状維持、悪ければ

組織自体が崩壊してしまいます。何らかの形で人材

育成を補完する仕組みを考えなければいけません。

その仕組として、ｅラーニングは効果的ではないか

ということです。

ｅラーニングの運用形態には、当県のように直営

サーバーでやる方式、ＡＳＰ（ＡｐｐｌｉｃａｔｉｏｎＳｅｒｖｉｃｅ

Ｐｒｏｖｉｄｅｒ）のサイトにアクセスして学習する方法、

あるいは両方併用する方法があります。それぞれに

メリットとデメリットがあります。ｅラーニングを

導入するとなっても過大な期待はできません。ｅラ

ーニングですべての問題が解決するわけではないか

らです。ｅラ－ニングだけにかたよらず、目標達成

に向けて、いろいろな研修をブレンド、あるいは選

択し実施するバランス感覚が大切ではないかと思い

ます。

世界的なｅラーニングの流れを見ますと、今まで

はｅラーニングというと高価なソフトが必要でした

が、２００２年からＭｏｏｄｌｅというｅラーニングシステ

ムのフリーソフトが提供されています。こういった

ソフトを活用できる知識さえあれば、コストをあま

りかけずにｅラーニングを実施できます。また、「い

つでも、どこでも」がｅラーニングの本質ですが、

モバイルラーニングという形でいっそうの可能性が

拡がっています。ｅラーニングは、コンピュータ－

さえあれば机の上で学習できるというのが売りです

が、逆に机の上には必ずコンピュータ－が必要でし

た。それが、今はｉＰｏｄといったミュージックプ

レーヤー、ＤＳ、ＰＳＰといった携帯ゲーム機、ま

た携帯電話など、動画と音声さえあれば机の上だけ

でなく、どこにいても学習できる、たとえば駅の待

ち時間にもできるというように、ｅラーニングの形

が多様化しています。

最近の当県のｅラーニングの取組について説明し

ます。当県ではイントラネットを通してｅラ－ニン

グを提供していますので、例えば、育児休業者の方

や採用内定者の方は利用することができませんでし

た。そういった方々が利用できるように、インター

ネットにサイトを作り、そこにアクセスして学習で

きるようにしました。また、新規採用職員ＮＰＯ研

修やキャリア支援研修において、ｅラーニングを活

用した事前理論学習としてブレンディング研修を行

いました。そのほか、テキスト冊子をｅラーニング

化して提供しています。

最後のまとめに入ります。ＩＴは効率を上げるう

えで業務に大きな役割を果たしてきました。今は、

効果を高めるためにＩＴをどのように使うかが問わ

れています。ｅラーニングも、効率から効果へ、そ

の軸足を移しているようです。ｅラーニングは迅

速・大規模と個別・丁寧が両立できるツールであり、

その特性を理解した上で活用方法を考えるのが大切

だと考えます。

少し補足しますと、ＩＴは、今、経済活動を行う

上でなくてはならないものになってきています。企

業はそのＩＴの恩恵を効率という面で用い、コスト

削減に大きな効果を上げてきました。でも、それだ

けではじり貧になると思います。企業が持続的に成

長していく、利益をより大きくしていくためには、

ＩＴをどのように効果的に使っていくかということ

を考えないといけないのではないでしょうか。そん

なとき企業が何を求めるかというと、きっと、それ

はＩＴそのものではなく、ＩＴを効果的に活用でき

るための高度な人材ということになろうかと思いま

す。ＩＴといっても、要は人なのだということを忘

れてはいけないと思います。ＩＴ効果を高めるため

には、そのための人材育成が同時に必要なのです。

当県にも新規採用職員が入ってきます。何年かすれ

ば、ｅラーニングがあたり前の世代になってくると

思います。県に入ってきたときに、「何だ、県庁のｅ

ラーニングはたいしたことがないな」と思うのと、

「結構、業務に役立つな」と思うのでは、人材育成に

も大きな差が出ます。品質を高め、より業務に役に

立つｅラーニングを確立していかなければいけない

と考えています。
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